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新
築
住
宅
の
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

２
０
２
４
年
か
ら
省
エ
ネ
基
準
適
合
が
必
須

　

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
を
利
用
し

て
住
宅
を
購
入
し
た
場
合
に
、
年
末
時
点
で
の
住

宅
ロ
ー
ン
残
高
の
０・７
％
が
入
居
し
た
年
か
ら
最

長
13
年
間
に
わ
た
っ
て
、
給
与
な
ど
か
ら
納
め
た

所
得
税
や
住
民
税
か
ら
控
除
さ
れ
る
制
度
の
こ
と

で
、
正
式
に
は
住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
と
い
い

ま
す
。
概
要
は
【
図
表
１
】
の
通
り
で
す
。

　

２
０
２
２
年
度
税
制
改
正
に
よ
り
、
２
０
２
４

年
の
入
居
分
か
ら
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
対
象
と
な

る
新
築
住
宅
の
要
件
等
が
大
幅
に
見
直
さ
れ
ま
す
。

そ
の
具
体
的
な
内
容
は
次
の
通
り
で
す
。

●  

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
対
象
と
な
る
新
築
住
宅
の

要
件
等
の
見
直
し
の
ポ
イ
ン
ト

　

主
な
見
直
し
の
１
つ
目
は
、
省
エ
ネ
基
準
に
適

合
し
な
い
新
築
住
宅
が
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
適
用

対
象
外
と
な
る
こ
と
で
す
。
２
０
２
４
年
１
月
以

降
に
入
居
す
る
場
合
、
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
し
な

い
新
築
住
宅
で
は
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
適
用
を
受

け
ら
れ
な
く
な
り
ま
す
（
２
０
２
３
年
中
に
建
築

　

パ
リ
協
定
に
お
い
て
目
標
と
さ
れ
て
い
る

２
０
５
０
年
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ
ル
、
政
府
の

目
標
で
あ
る
２
０
３
０
年
度
温
室
効
果
ガ
ス
46
％

排
出
削
減
（
２
０
１
３
年
度
比
）
の
実
現
に
向
け
、

建
築
物
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
性
能
の
向
上
に
関
す

る
法
律
等
の
一
部
が
改
正
さ
れ
、２
０
２
５
年
か
ら

原
則
と
し
て
全
て
の
新
築
住
宅
に
省
エ
ネ
基
準
へ

の
適
合
が
義
務
化
さ
れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

政
府
は
、
税
制
優
遇
の
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
や
政
府

が
関
与
す
る
全
期
間
固
定
金
利
型
住
宅
ロ
ー
ン
の

フ
ラ
ッ
ト
35
の
省
エ
ネ
要
件
強
化
を
先
行
し
て
実

施
す
る
こ
と
な
ど
で
、
２
０
２
５
年
の
新
築
住
宅

の
省
エ
ネ
基
準
適
合
義
務
化
が
ス
ム
ー
ズ
に
進
む

よ
う
に
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
一
環
と
し
て
、２
０
２
４
年
１
月
か
ら
新
築

住
宅
に
お
い
て
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
を
受
け
る
場

合
は
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
が
必
須
と

な
り
ま
し
た
。
そ
こ
で
今
回
は
、
独
立
行
政
法
人 

住
宅
金
融
支
援
機
構
に
お
聞
き
し
た
住
宅
ロ
ー
ン

減
税
に
関
す
る
お
話
を
中
心
に
、
住
宅
を
取
得

す
る
際
に
ご
確
認
い
た
だ
き
た
い
こ
と
に
つ
い

て
解
説
し
ま
す
。

確
認
を
受
け
た
場
合
や
２
０
２
４
年
６
月
末
ま
で

に
竣
工
す
る
場
合
は
、
経
過
措
置
と
し
て
省
エ
ネ

基
準
を
満
た
さ
な
く
て
も
住
宅
ロ
ー
ン
減
税
の
適

用
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。
た
だ
し
、
控
除

対
象
借
入
限
度
額
は
２
０
０
０
万
円
・
控
除
期
間

は
10
年
に
な
り
ま
す
）。

　

省
エ
ネ
基
準
は
、外
皮
性
能
に
関
す
る
基
準
（
屋

根
・
外
壁
・
窓
な
ど
の
断
熱
の
性
能
に
関
す
る
基

準
で
、
地
区
ご
と
に
水
準
が
設
定
）
と
一
次
エ
ネ

ル
ギ
ー
消
費
量
に
関
す
る
基
準
（
主
に
冷
暖
房
・

換
気
・
照
明
・
給
湯
の
４
つ
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費

量
の
削
減
率
に
よ
り
評
価
さ
れ
る
基
準
で
、
太
陽

光
発
電
な
ど
の
自
家
発
電
設
備
が
導
入
さ
れ
て
い

る
場
合
は
差
引
き
可
能
）
の
２
つ
か
ら
構
成
さ
れ

て
い
ま
す【
図
表
２
】。
取
得
す
る
住
宅
に
つ
い
て
、

住
宅
の
品
質
確
保
の
促
進
等
に
関
す
る
法
律
に
基

づ
く
住
宅
性
能
表
示
制
度
の
評
価
結
果
で
あ
る
住

宅
性
能
評
価
書
が
交
付
さ
れ
て
い
る
場
合
は
、
断

熱
等
性
能
等
級
４
以
上
か
つ
一
次
エ
ネ
ル
ギ
ー
消

費
量
等
級
４
以
上
と
な
っ
て
い
る
こ
と
で
省
エ
ネ

基
準
適
合
住
宅
で
あ
る
こ
と
を
確
認
で
き
ま
す
。

　

主
な
見
直
し
の
２
つ
目
は
、
住
宅
ロ
ー
ン
減
税

新
築
住
宅 

省
エ
ネ
基
準
適
合
が
必
須
に

—
—

住
宅
金
融
支
援
機
構
に
聞
く

　
　
「
２
０
２
４
年 

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
」
見
直
し
の
ポ
イ
ン
ト

気
に
な
る
家
計
の
疑
問
！　

＞＞＞　

第
４
回

一般財団法人
地域社会

ライフプラン協会
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【図表1】住宅借入金等特別控除（住宅ローン減税）

【図表２】省エネ基準のイメージ
設
住
宅
性
能
評
価
書
（
設
計
住
宅
性
能
評
価
書
は

証
明
書
に
な
り
ま
せ
ん
）
の
写
し
」
ま
た
は
「
住

宅
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
証
明
書
」
で
す
が
、
い
ず

れ
も
住
宅
取
得
者
が
単
独
で
準
備
す
る
こ
と
は
困

難
で
あ
る
た
め
、
設
計
者
や
施
工
者
等
の
協
力
が

不
可
欠
で
す
。

　

国
土
交
通
省
の
調
査
に
よ
る
と
、
２
０
２
０

年
度
時
点
で
は
新
築
住
宅
の
う
ち
16
％
が
省
エ

ネ
基
準
を
満
た
し
て
い
ま
せ
ん
で
し
た
。
同
省
は

２
０
２
３
年
６
月
か
ら
住
宅
事
業
者
等
向
け
の
説

明
会
を
開
催
す
る
な
ど
に
よ
り
省
エ
ネ
基
準
を
満

た
す
住
宅
が
一
層
普
及
す
る
よ
う
周
知
活
動
に
力

を
入
れ
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
割
合
は
縮
小
し
て

く
る
も
の
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
２
０
２
４
年
１
月
以
降
に
新
築
住
宅

に
入
居
す
る
場
合
は
、
ご
自
身
が
注
文
ま
た
は
購

入
す
る
住
宅
が
省
エ
ネ
基
準
に
適
合
す
る
か
ど
う

の
適
用
を
受
け
る
際
に
、
省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅

で
あ
る
こ
と
の
証
明
書
の
添
付
が
必
要
と
な
る
こ

と
で
す
。
証
明
書
は
、所
定
の
等
級
を
満
た
す
「
建

か
、
所
定
の
等
級
を
満
た
す
建
設
住
宅
性
能
評
価

ま
た
は
住
宅
省
エ
ネ
ル
ギ
ー
性
能
証
明
書
が
交
付

さ
れ
る
か
ど
う
か
に
つ
い
て
、
住
宅
事
業
者
に
確

認
し
た
方
が
よ
い
で
し
ょ
う
。

●  

住
宅
の
省
エ
ネ
性
能
と
税
制
優
遇
・
国
の
補
助

金
・
フ
ラ
ッ
ト
35
金
利
引
下
げ
と
の
関
係

　

省
エ
ネ
住
宅
に
は
、
省
エ
ネ
基
準
適
合
住
宅
の

ほ
か
Ｚゼ

ッ

チ
Ｅ
Ｈ
な
ど
様
々
な
も
の
が
あ
り
、そ
れ
ら
と

住
宅
ロ
ー
ン
減
税
等
の
関
係
が
複
雑
で
よ
く
わ
か

ら
な
い
と
の
声
を
聞
く
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
一
戸

建
て
の
新
築
住
宅
に
つ
い
て
、
省
エ
ネ
性
能
と
住

宅
ロ
ー
ン
減
税
・
国
の
補
助
金
・
フ
ラ
ッ
ト
35
が

ど
の
よ
う
な
関
係
に
あ
る
か
、
本
稿
を
執
筆
し
て

い
る
２
０
２
３
年
９
月
１
日
現
在
の
制
度
で
ま
と

め
ま
し
た
の
で
、
ご
参
照
く
だ
さ
い
【
図
表
３
】。

　

な
お
、
国
の
補
助
金
に
つ
い
て
は
、
予
算
消
化

状
況
に
よ
り
掲
載
し
て
い
る
制
度
が
終
了
し
て
い

る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
ご
注
意
く
だ
さ
い
。

今
後
さ
ら
に
重
要
に
な
る

ご
自
身
に
合
っ
た
住
宅
ロ
ー
ン
選
び

　

建
築
資
材
や
住
宅
設
備
な
ど
の
価
格
上
昇
、
更

に
は
土
地
価
格
の
上
昇
に
よ
り
、
不
動
産
価
格
の

高
騰
は
継
続
し
て
い
ま
す【
図
表
４
】。そ
の
よ
う
な

中
、
今
ま
で
以
上
に
重
要
に
な
る
の
が
ご
自
身
に

合
っ
た
住
宅
ロ
ー
ン
選
び
で
す
。

　

住
宅
ロ
ー
ン
は
、
金
利
タ
イ
プ
の
違
い
か
ら
固

定
金
利
型
・
変
動
金
利
型
・
固
定
金
利
期
間
選
択

型
の
３
つ
に
分
類
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
【
図
表

５
】。
住
宅
金
融
支
援
機
構
が
公
表
し
た
調
査
結
果

に
よ
る
と
、
２
０
２
２
年
10
月
～
２
０
２
３
年
３

住宅ローンを利用して住宅を新築・購入または増改築し、一定の要件に当てはまる場合には、住宅ローン借入金の
年末残高合計額（控除対象限度額内）に控除率を乗じた金額を各年の所得税額・住民税額から控除することがで
きます。１年目は確定申告が必要です（２年目からは年末調整にて対応可能です）。

入居時期
2022年、2023年 2024年、2025年

控除対象借入限度額 控除期間 控除対象借入限度額 控除期間

新　
築

一般住宅 3,000万円 13年 　　　　　 0円※ 10年
省エネ基準適合住宅 ４,000万円 13年 3,000万円 13年
ZEH水準省エネ住宅 ４,500万円 13年 3,500万円 13年
長期優良住宅等 5,000万円 13年 4,500万円 13年

中　
古

一般住宅 ２,000万円 10年 ２,000万円 10年
省エネ基準適合住宅
ZEH水準省エネ住宅
長期優良住宅等

３,000万円 10年 ３,000万円 10年

控除率 控除率 0.7％
※2023年までに新築の建築確認がされていた場合は2,000万円。
　 2024年１月１日以後に建築確認を受ける場合（登記簿上の建築日付が同年６月30日以前のものを除く）は０円。
他にも条件がありますので、ご注意ください。

❷ 一次エネルギー消費量
 設備性能（冷暖房・
 換気・照明・給湯など）

 創エネ性能
（太陽光発電など）

断熱材

＋

❶ 外皮性能
屋根・外壁・窓などの
断熱性能
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【図表３】住宅の省エネ性能と税制優遇・国の補助金・フラット35金利引下げとの関係

【図表４】不動産価格指数（住宅）[全国]

《新築戸建て》
省エネ性能※1 税制

住宅ローン減税
控除対象借入限度額

補助金額※２※３ 住宅ローン
【フラット35】※3※４

金利引下げ内容断熱 一次
エネ 再エネ等 こどもエコ

すまい支援事業
ZEH

支援事業
地域型住宅

グリーン化事業
①ZEH(建設地要件なし)

②Nearly ZEH
(寒冷地、低日射地域、

都市部狭小地、多雪地域)
③ZEH Oriented
(都市部狭小地、多雪地域)

５※６ ６

①導入
▲100％以上

②導入
▲75％以上
▲100％未満

③基準なし

2022・2023年に入居
　　4,500万円

2024・2025年に入居
　　3,500万円

100万円／戸

55万円/戸
＊別途

「蓄電システム利用」
等による加算措置
あり

最大70万円/戸
＊別途

「地域材利用」等に
よる加算措置あり

【フラット35】
Ｓ（ZEH）※８

②Nearly ZEH
(寒冷地、低日射地域、

都市部狭小地、多雪地域以外の地域) 

対象外

対象外
【フラット35】

Ｓ（金利Aプラン）※８

ZEH水準省エネ住宅※５

ZEH住宅※５

（上記①~③を除く）
５※６ ６ 基準なし

認定低炭素住宅 ５※６ ６ 導入　
▲50％以上

2022・2023年に入居
　　5,000万円
2024・2025年に入居
　　4,500万円

最大70万円/戸
＊別途

「地域材利用」等に
よる加算措置あり認定長期優良住宅 ５ ６ 基準なし

【フラット35】
Ｓ（金利Aプラン）※８

と【フラット35】
維持保全型※８のの

併用

省エネ基準適合住宅※５ ４※６ ４ 基準なし

2022・2023年に入居
　　4,000万円

2024・2025年に入居
　　3,000万円

対象外 対象外

【フラット35】の
金利

（金利引下げなし）

その他の住宅 ４
未満

４
未満 基準なし

2022・2023年に入居
　　3,000万円

2024・2025年に入居
　　　　  0円※７

【フラット35】の
利用不可※９

※１　�「断熱」は住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成11年法律第81号）に基づく住宅性能表示制度の断熱等性能等級を、「一次エネ」は同制度
に基づく一次エネルギー消費量等級を表す。「再エネ等」は再生可能エネルギー等の導入の要否と再生可能エネルギー等を含んだ場合の一次エネル
ギー消費量削減率を表す。　

※２　�こどもエコすまい支援事業、ZEH支援事業、地域型住宅グリーン化事業はいずれも原則併用できない。各補助金には本資料に記載の事項以外にも
条件がある。

※３　�こどもエコすまい支援事業、ZEH支援事業、地域型住宅グリーン化事業、�【フラット35】Ｓ、【フラット35】維持保全型は、住宅が「土砂災害
特別警戒区域」に掛かっている場合は利用できない。

※４　�【フラット35】を利用する場合は、断熱構造（結露の発生を防止する対策に関する基準を含む）、住宅の規格、配管設備の点検等の【フラット35】
の技術基準や融資基準を満たす必要がある。　

※５　�「ZEH水準省エネ住宅」及び「省エネ基準適合住宅」は住宅ローン減税制度の対象として位置づけられた住宅を、「ZEH住宅」はこどもエコ
すまい支援事業の対象として位置づけられた住宅をいう。　

※６　�結露の発生を防止する対策に関する基準を除く　
※７　�2023 年末までに建築確認を受けた住宅または 2024 年６月末までに竣工済の住宅は、控除対象借入限度額 2,000 万円・控除期間 10年で

住宅ローン減税の対象となる。　
※８　�【フラット35】Ｓ（ZEH）は当初５年間▲0.5％・６年目から10年目まで▲0.25％、【フラット35】Ｓ（金利Ａプラン）は当初10年間▲0.25％、【フラッ

ト35】維持保全型は当初５年間▲0.25％の金利引下げ。その他の金利引下げ制度も含めて、最大で当初10年間▲0.5％の金利引下げが適用される。
※９　�2023年４月以降の設計検査等申請分から省エネ基準への適合が必須

出典：国土交通省「不動産価格指数（令和５年６月・令和５年第２四半期分）」
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【図表６】変動金利型住宅ローン利用者の金利変動リスクの理解度※

【図表５】金利タイプ別の特徴・メリット・デメリット

月
の
住
宅
ロ
ー
ン
利
用
者
に
お
け
る
金
利
タ
イ
プ

別
割
合
は
、
変
動
金
利
型
が
約
72
％
、
固
定
金
利

期
間
選
択
型
が
約
18
％
、
固
定
金
利
型
が
約
９
％

と
、
変
動
金
利
型
が
最
も
高
く
な
っ
て
い
ま
す
。

こ
れ
は
、
変
動
金
利
型
の
金
利
と
固
定
金
利
型
や

10
年
固
定
金
利
な
ど
の
金
利
と
の
差
が
拡
大
し
て

い
る
こ
と
が
主
な
要
因
と
思
わ
れ
ま
す
。住
宅
ロ
ー

ン
の
返
済
は
数
十
年
の
長
期
間
に
わ
た
り
ま
す
の

で
、
ご
自
身
の
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン
の
変
化
や
金
利
変

動
リ
ス
ク
の
理
解
【
図
表
６
】、
将
来
の
金
利
上
昇

に
伴
う
返
済
額
増
加
へ
の
対
応
【
図
表
７
】
な
ど
、

色
々
な
観
点
か
ら
ご
自
身
に
合
う
金
利
タ
イ
プ
を

よ
く
検
討
し
た
上
で
、
個
別
の
住
宅
ロ
ー
ン
商
品

を
選
ん
で
い
た
だ
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
一
般
的
に
、
返
済
金
額（
借
入
総
額
）が
少
な
く

短
期
間
で
返
済
す
る
場
合
や
、
返
済
期
間
が
短
い

場
合
は
、
低
い
金
利
の
う
ち
に
完
済
で
き
る
変
動

金
利
型
の
選
択
が
有
効
で
す
（
返
済
余
力
の
あ
る

方
に
向
い
て
い
る
）。

　

し
か
し
な
が
ら
、
返
済
余
力
が
あ
ま
り
な
く
、

将
来
金
利
が
上
昇
し
た
場
合
に
返
済
に
困
る
よ
う

で
あ
れ
ば
、固
定
金
利
型
を
選
択
し
、長
期
に
わ
た

り
返
済
額
が
変
わ
ら
な
い
と
い
う
安
心
感
を
得
る

こ
と
も
重
要
で
す
。

　

将
来
の
金
利
が
ど
う
な
る
か
は
わ
か
り
ま
せ
ん

が
、
現
在
の
固
定
金
利
型
は
歴
史
的
に
み
て
も
か

な
り
低
い
金
利
と
思
わ
れ
ま
す
。
ラ
イ
フ
プ
ラ
ン

を
計
画
し
や
す
い
と
い
う
観
点
で
は
、
金
利
（
返

済
額
）
の
低
さ
だ
け
で
は
な
く
、
家
族
全
体
の
将

来
の
支
出
計
画
（
教
育
資
金
等
）
も
よ
く
考
え
て

金
利
タ
イ
プ
を
選
択
し
ま
し
ょ
う
。

【図表７】変動金利型住宅ローン利用者の金利上昇に伴う返済額増加への対応※

固定金利 変動金利
全期間固定金利型 変動金利型 固定金利期間選択型

特徴

借入時に返済終了までの借入金利が
確定するタイプ

金利情勢の変化に伴い返済の途中でも
借入金利が変動するタイプ

「当初○年間○％」など、
一定期間固定金利が適用されるタイプ

メリット

●  借入時に借入期間全体の返済額が
確定できる。

●  借入後に市中金利が上昇しても
返済額は影響しない。

●  借入後に市中金利が低下すると
返済額が減少する。

●  固定金利期間中は返済額が確定できる。
●  固定金利期間終了後に市中金利が低下

すると返済額が減少する。

デメリット

●  借入後に市中金利が低下しても
返済額は減少しない。

●  借入後に市中金利が上昇すると
返済額が増加する。

●  借入時に将来の返済額が確定しないので
返済計画が立てにくい。

●  借入後に市中金利が急上昇した場合、
未払利息が発生する場合がある。

●  固定金利期間終了後に市中金利が上昇
すると返済額が増加する。

●  借入時に固定金利期間終了後の返済額
が確定しないので返済計画が立てにくい。

借入期間

金 

利

借入期間

金 

利

全期間固定金利型は、
返済中に市中金利が上昇しても、
金利や月々の返済額は増加しません。

変動金利型や固定金利期間選択型は、
返済中に借入金利の見直しがあるため、
金利や返済額が上昇する可能性もあります。

借入期間

金 
利固定金利期間

19.5 % 39.9 % 29.9 % 7.6% 3.1%

13.9 % 39.5 % 34.9 % 8.3% 3.3%

16.8 % 38.9 % 31.3 % 9.5% 3.5%

15.3 % 36.8 % 32.3 % 11.3% 4.3%

15.5 % 34.8 % 34.7 % 10.9% 4.1%

33.1 % 11.0 % 25.3 % 9.1 % 21.5 %

適用金利や返済額の見直しルール
将来の金利上昇によって

返済額がどれくらい増えるか
金利タイプが異なる住宅ローン

と比較した特徴
優遇金利の適用ルール

（延滞があれば適用されなくなるなど）
将来の金利上昇に伴う
返済額増加への対応策

借換え

十分に理解 ほぼ理解 理解しているか不安 全く理解
していない

0 20 40 60 80 100（％）

よく理解
していない

【図表6】【図表７】出典：住宅金融支援機構「住宅ローン利用者の実態調査【住宅ローン利用者調査（2023年4月調査）】」
※ 2022年10月から2023年3月までに変動金利型住宅ローンを借り入れた1,085名の調査結果

返済目処や資金余力が
あるので返済継続

金利負担が大きくなれば全額返済 返済額圧縮あるいは金利負担軽減のため一部繰上返済 見当がつかない、わからない
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